
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区） 

原子炉設置変更許可申請書（高速実験炉原子炉施設の変更）の本文及び添付書類の一部補正（第 3 回）の新旧対比表 

【添付書類６（5. 地震）】 

  



添 6-5-1 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

5. 地震 

5.1～5.3 （省略） 

 

5.4 地震の分類 

（省略） 

 

5.4.2 プレート間地震 

（省略） 

 また、中央防災会議（2013）(7)では、フィリピン海プレート間地震として茨城県南部を震

源とするM7.3の地震を想定している。さらに、地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下

「地震調査研究推進本部」という。）（2012a）(8)では、太平洋プレート間地震として茨城県沖

を震源とするM6.9～M7.6の地震を想定している。地震調査研究推進本部（2019）(9)では、太

平洋プレート間地震として茨城県沖を震源とするM7.0～M7.5程度の地震を想定している。 

 

5.4.3 海洋プレート内地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと

推定される海洋プレート内地震は、1895年霞ヶ浦付近の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎付近の

地震である。首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（2012）(10)では、1895年霞ヶ浦付近

の地震は太平洋プレート内で発生した地震であること、1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震はフ

ィリピン海プレート内で発生した地震であることが指摘されている。 

 また、中央防災会議（2004）(11)では、茨城県南部のフィリピン海プレート内を震源とする

M7.3の地震が想定されている。さらに、中央防災会議（2013）に基づけば、茨城県南部にお

いてM7.3の地震を想定できる。また、地震調査研究推進本部（2009a）(12)では、「震源断層を

予め特定しにくい地震」として、北関東から東北地方の陸域にかけての太平洋プレート内を

震源とするM7.1の地震（以下「震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）」という。）及び茨

城県沖の太平洋プレート内を震源とするM7.3の地震（以下「震源断層を予め特定しにくい地

震（海域）」という。）が想定されている。地震調査研究推進本部（2019）では、沈み込んだ

プレート内地震として青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨城県沖でM7.0～M7.5程度の海洋プ

レート内地震が想定されているが、茨城県沖では過去にM7.0を超える沈み込んだプレート内

地震は発生していない。さらに、地震調査研究推進本部（2009a）では、茨城県沖の海溝寄り

の太平洋プレート内を震源とするM8.2の地震（以下「海溝寄りのプレート内地震」という。）

が想定されている。 

 

（省略） 

 

5.5 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

5.5.1 解放基盤表面の設定 

 「3. 地盤」によると、新第三系鮮新統～第四系下部更新統の久米層及び新第三系中新統

の多賀層群は敷地及び敷地近傍でほぼ水平で相当な拡がりを持って分布しており、敷地内に

おいて久米層はG.L.約-90m以深からG.L.約-170mまで、多賀層群はG.L.約-170m以深からボー

リング調査下端のG.L.約-250mまで分布している。また、PS検層によるとG.L.-172.5m以深でS

5. 地震 

5.1～5.3 （変更なし） 

 

5.4 地震の分類 

（変更なし） 

 

5.4.2 プレート間地震 

（変更なし） 

 また、想定される地震について文献調査(7)～(11)を実施した。そのうち、中央防災会議

（2013）では、フィリピン海プレート間地震として茨城県南部を震源とするM7.3の地震が想

定されている。地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調査研究推進本部」とい

う。）（2012a）では、太平洋プレート間地震として茨城県沖を震源とするM6.9～M7.6の地震が

想定されている。 

 

5.4.3 海洋プレート内地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと

推定される海洋プレート内地震は、1895年霞ヶ浦付近の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎付近の

地震である。首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（2012）(12)では、1895年霞ヶ浦付近

の地震は太平洋プレート内で発生した地震であること、1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震はフ

ィリピン海プレート内で発生した地震であることが指摘されている。 

 また、中央防災会議（2004）(13)では、茨城県南部のフィリピン海プレート内を震源とする

M7.3の地震が想定されている。さらに、中央防災会議（2013）に基づけば、茨城県南部にお

いてM7.3の地震を想定できる。また、地震調査研究推進本部（2009a）(14)では、「震源断層を

予め特定しにくい地震」として、北関東から東北地方の陸域にかけての太平洋プレート内を

震源とするM7.1の地震（以下「震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）」という。）及び茨

城県沖の太平洋プレート内を震源とするM7.3の地震（以下「震源断層を予め特定しにくい地

震（海域）」という。）が想定されている。地震調査研究推進本部（2019）では、沈み込んだ

プレート内地震として青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨城県沖でM7.0～M7.5程度の海洋プ

レート内地震が想定されているが、茨城県沖では過去にM7.0を超える沈み込んだプレート内

地震は発生していない。さらに、地震調査研究推進本部（2009a）では、茨城県沖の海溝寄り

の太平洋プレート内を震源とするM8.2の地震（以下「海溝寄りのプレート内地震」という。）

が想定されている。 

 

（変更なし） 

 

5.5 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

5.5.1 解放基盤表面の設定 

 「3. 地盤」によると、新第三系鮮新統～第四系下部更新統の久米層及び新第三系中新統

の多賀層群は敷地及び敷地近傍でほぼ水平で相当な拡がりを持って分布しており、敷地内に

おいて久米層はG.L.約-90m以深からG.L.約-170mまで、多賀層群はG.L.約-170m以深からボー

リング調査下端のG.L.約-260mまで分布している。また、PS検層によるとG.L.-172.5m以深でS



添 6-5-2 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

波速度が概ね0.7km/s以上となり、著しい風化も見られない。以上を踏まえ、G.L.-172.5mの

位置に解放基盤表面を設定する。なお、地震動評価のうち応答スペクトルに基づく手法にお

ける解放基盤表面での地盤の弾性波速度値を、P波速度については2.17km/s、S波速度につい

ては1.01km/sと設定する。 

 

5.5.2 地震観測 

 敷地地盤における地震観測は、第5.5.1図に示す位置で実施している。観測された主な地震

の諸元を第5.5.1表に、震央分布を第5.5.2図に示す。これらの地震について、地中最深部

（G.L.-250m）で得られた観測記録の応答スペクトルを第5.5.3図に、各深度で得られた観測

記録の応答スペクトルを第5.5.4図(1)から第5.5.4図(3)に示す。これらの図によると、岩盤

内での著しい増幅は認められない。 

 

 

 

 

 

5.5.3 敷地周辺の地盤構造 

 第5.5.7図に示す地質調査総合センター編（2013）(13)による重力異常分布によると、敷地

の北側には重力の高まりが見られるが、敷地においてはほぼ平坦な構造となっている。これ

らの不整形地盤等が、敷地の地震動に与える影響について、単点微動観測記録及び地震観測

記録の分析並びに地盤モデルを用いた解析により検討した。 

 単点微動観測記録の分析では、第5.5.6図に示す位置で実施した微振動観測で得られた記録

からH/Vスペクトルを評価した結果、いずれの観測点においてもおおむね同様の傾向を示すこ

とから、敷地地盤には特異な速度構造等がないことを確認した。 

 地震観測記録の分析では、第5.5.7図(1)及び第5.5.7図(2)に震央位置を示す地震波の到来

方向ごとの応答スペクトル比を比較した結果、第5.5.8図(1)及び第5.5.8図(2)に示すように

到来方向によって大きな違いは見られず、ばらつきも小さいことを確認した。 

 また、敷地及び敷地周辺で実施した屈折法地震探査及び微動アレイ探査結果等に基づき作

成した第5.5.9図に示す二次元地盤モデルと、敷地直下の地盤構造に基づく成層地盤モデルを

用いて、敷地の解放基盤表面における地震動について検討した結果、第5.5.10図(1)及び第

5.5.10図(2)に示すように両地盤モデルの地震波はおおむね対応するものの、一部、入射角が

大きい長周期成分の地震波において乖離が見られる。この乖離は不整形地盤に起因すると考

えられるが、前述した地震波の到来方向ごとの応答スペクトル比においては到来方向の違い

によって長周期成分が特異に増幅する様子は見られず、また、長い固有周期を有する耐震重

要施設はないことから、敷地における地震動評価において大きな問題はないと判断した。 

  これらの結果より、敷地地盤は水平な成層構造と見なすことができることを確認した。 

 

5.5.4 地盤構造モデル 

（省略） 

 

 

波速度が概ね0.7km/s以上となり、著しい風化も見られない。以上を踏まえ、G.L.-172.5mの

位置に解放基盤表面を設定する。なお、地震動評価のうち応答スペクトルに基づく手法にお

ける解放基盤表面での地盤の弾性波速度値を、P波速度については2.17km/s、S波速度につい

ては1.01km/sと設定する。 

 

5.5.2 地震観測 

 敷地地盤における地震観測は、第5.5.1図に示す敷地西側地点と東側地点で実施している。

両地点で観測された解放基盤表面付近の地震観測記録を用いて算出した応答スペクトル比を

第5.5.2図に、敷地西側地点で観測された主な地震の諸元を第5.5.1表に、震央分布を第5.5.3

図に示す。 

第5.5.2図より、両地点の解放基盤表面の地震動特性は同様であることを確認した。地震動

評価は観測期間が長く記録が充実している敷地西側地点で行う。 

第5.5.1表に示す地震について、地中最深部（G.L.-250m）で得られた観測記録の応答スペ

クトルを第5.5.4図に、各深度で得られた観測記録の応答スペクトルを第5.5.5図(1)から第

5.5.5図(3)に示す。これらの図によると、岩盤内での著しい増幅は認められない。 

 

5.5.3 敷地周辺の地盤構造 

 第5.5.6図に示す地質調査総合センター編（2013）(15)による重力異常分布によると、敷地

の北側には重力の高まりが見られるが、敷地においてはほぼ平坦な構造となっている。これ

らの不整形地盤等が、敷地の地震動に与える影響について、単点微動観測記録及び地震観測

記録の分析並びに地盤モデルを用いた解析により検討した。 

 単点微動観測記録の分析では、第5.5.7図に示す位置で実施した微振動観測で得られた記録

からH/Vスペクトルを評価した結果、いずれの観測点においてもおおむね同様の傾向を示すこ

とから、敷地地盤には特異な速度構造等がないことを確認した。 

 地震観測記録の分析では、第5.5.8図(1)及び第5.5.8図(2)に震央位置を示す地震波の到来

方向ごとの応答スペクトル比を比較した結果、第5.5.9図(1)及び第5.5.9図(2)に示すように

到来方向によって大きな違いは見られず、ばらつきも小さいことを確認した。 

 また、敷地及び敷地周辺で実施した屈折法地震探査及び微動アレイ探査結果等に基づき作

成した第5.5.10図に示す二次元地盤モデルと、敷地直下の地盤構造に基づく成層地盤モデル

を用いて、敷地の解放基盤表面における地震動について検討した結果、第5.5.11図(1)及び第

5.5.11図(2)に示すように両地盤モデルの地震波はおおむね対応するものの、一部、入射角が

大きい長周期成分の地震波において乖離が見られる。この乖離は不整形地盤に起因すると考

えられるが、前述した地震波の到来方向ごとの応答スペクトル比においては到来方向の違い

によって長周期成分が特異に増幅する様子は見られず、また、長い固有周期を有する耐震重

要施設はないことから、敷地における地震動評価において大きな問題はないと判断した。 

  これらの結果より、敷地地盤は水平な成層構造と見なすことができることを確認した。 

 

5.5.4 地盤構造モデル 

（変更なし） 

 

 



添 6-5-3 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

5.6 基準地震動 SS 

（省略） 

 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

5.6.1.1 検討用地震の選定 

 「5.4 地震の分類」を踏まえ、地震発生様式ごとに敷地に特に大きな影響を及ぼすと

考えられる地震をNoda et al.（2002）(14)の方法により検討用地震として選定する。

Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルの算定に当たっては、震源位置や地震

の発生様式ごとに分類した地震観測記録を用いた補正係数を必要に応じて用いる。 

（省略） 

(2) 内陸地殻内地震 

a. 地震発生層の設定 

a) 福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層の設定 

（省略） 

しかしながら、上記の検討は、2011年東北地方太平洋沖地震以降、福島県と茨城県

の県境付近で地震活動が活発化した影響を受けていると考えられる。その影響を受け

ていない原子力安全基盤機構（2004）(15)によるD10及びD90は、敷地周辺の「福島・

茨城」ではそれぞれ6.1km、18.1kmとしている。 

また、地震発生層と速度構造の関係については、廣瀬・伊藤（2006）(16)による

と、浅い地殻内で発生する微小地震はP波速度5.8km/s～6.4km/sの層に集中している

とされており、三浦ほか（2000）(17)による日本海溝・福島沖前弧域における海底地

震計及びエアガンを用いた深部構造探査結果からすると、福島県の海岸線においてP

波速度5.5km/s、6.0km/s及び6.5km/sとなる深さは、それぞれ約6km、約9km及び約

15kmとなっている。 

（省略） 

b) 福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層の設定 

（省略） 

青柳・上田（2012）(18)では、阿武隈南部を対象に2011年東北地方太平洋沖地震後

の臨時稠密余震観測により震源再決定が行われている。それらのデータを用いたD10

及びD90がそれぞれ深さ3.0km、7.9kmであることから、上端深さは3kmに設定する。ま

た、2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析モデル(19)(20)(21)や震源域周

辺の微小地震分布(22)から、下端深さは13km～16km程度と推定されるが、保守的に

18kmと設定する。 

（省略） 

 

5.6.1.2 検討用地震の地震動評価 

(1) 内陸地殻内地震 

a. F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の基本震源モデルは、原則と

して地震調査研究推進本部（2017）(23)による震源断層を特定した地震の強震動予測

5.6 基準地震動 SS 

（変更なし） 

 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

5.6.1.1 検討用地震の選定 

 「5.4 地震の分類」を踏まえ、地震発生様式ごとに敷地に特に大きな影響を及ぼすと

考えられる地震をNoda et al.（2002）(16)の方法により検討用地震として選定する。

Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルの算定に当たっては、震源位置や地震

の発生様式ごとに分類した地震観測記録を用いた補正係数を必要に応じて用いる。 

（変更なし） 

(2) 内陸地殻内地震 

a. 地震発生層の設定 

a) 福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層の設定 

（変更なし） 

しかしながら、上記の検討は、2011年東北地方太平洋沖地震以降、福島県と茨城県

の県境付近で地震活動が活発化した影響を受けていると考えられる。その影響を受け

ていない原子力安全基盤機構（2004）(17)によるD10及びD90は、敷地周辺の「福島・

茨城」ではそれぞれ6.1km、18.1kmとしている。 

また、地震発生層と速度構造の関係については、廣瀬・伊藤（2006）(18)による

と、浅い地殻内で発生する微小地震はP波速度5.8km/s～6.4km/sの層に集中している

とされており、三浦ほか（2000）(19)による日本海溝・福島沖前弧域における海底地

震計及びエアガンを用いた深部構造探査結果からすると、福島県の海岸線においてP

波速度5.5km/s、6.0km/s及び6.5km/sとなる深さは、それぞれ約6km、約9km及び約

15kmとなっている。 

（変更なし） 

b) 福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層の設定 

（変更なし） 

青柳・上田（2012）(20)では、阿武隈南部を対象に2011年東北地方太平洋沖地震後

の臨時稠密余震観測により震源再決定が行われている。それらのデータを用いたD10

及びD90がそれぞれ深さ3.0km、7.9kmであることから、上端深さは3kmに設定する。ま

た、2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析モデル(21)～(23)や震源域周辺

の微小地震分布(24)から、下端深さは13km～16km程度と推定されるが、保守的に18km

と設定する。 

（変更なし） 

 

5.6.1.2 検討用地震の地震動評価 

(1) 内陸地殻内地震 

a. F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の基本震源モデルは、原則と

して地震調査研究推進本部（2017）(25)による震源断層を特定した地震の強震動予測
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手法（「レシピ」）（以下「強震動予測レシピ」という。）及び地質調査結果に基づき設

定する。 

（省略） 

アスペリティ位置については、北部区間と南部区間に一つずつ設定し、それぞれの

区間において敷地に近い位置の断層上端に配置する。具体的には、断層長さ方向の配

置については、Manighetti et al.（2005）(24)の知見等を踏まえるとアスペリティの

ような大きなすべりが生じる領域とすべりが生じない領域が隣接することは考えにく

いことから、断層端部との間に断層モデル上最小の幅を有する背景領域を設定する。

また、断層幅方向の配置については、すべりに追随する表層領域（地表から断層上端

まで）は強震動を生成しにくいと考えられることから、その境界位置となる断層上端

にアスペリティを配置する。 

（省略） 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

（省略） 

短周期レベルについては、佐藤・堤（2012）(25)により正断層の地震である2011年

福島県浜通りの地震の短周期レベルが、壇ほか（2001）(26)の関係式とほぼ同等であ

ることを確認した上で、2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、強震動予測レシピ

による値の1.5倍を考慮する。 

（省略） 

b. F3断層～F4断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

（省略） 

F3断層～F4断層による地震の断層面については、敷地により近いF3断層の地表面ト

レース形状を踏まえて設定する。この際、入倉・三宅（2001）(27)による内陸地殻内

地震のスケーリング則の適用範囲を参考に、地震モーメントM0が7.5×1018Nmとなるよ

うに保守的に地震の規模を嵩上げし、この地震の規模に相当する断層面積となるよう

に設定する。 

（省略） 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づき

行う。なお、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないこと

から補正係数を1倍と設定し、Noda et al.（2002）による内陸地殻内地震に対する補

正については考慮しない。また、敷地に対して震源が近いことから、日本電気協会

（2016）(28)を参考に震源近傍における破壊伝播効果（NFRD効果）を考慮する。加え

て、Noda et al.（2002）の適用範囲を踏まえ、第5.6.11表に示すNoda et al.

（2002）以外の距離減衰式も用いて評価する。 

（省略） 

(2) プレート間地震 

a. 2011年東北地方太平洋沖型地震 

a) 基本震源モデルの設定 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震については、諸井ほか（2013）(29)により強震

手法（「レシピ」）（以下「強震動予測レシピ」という。）及び地質調査結果に基づき設

定する。 

（変更なし） 

アスペリティ位置については、北部区間と南部区間に一つずつ設定し、それぞれの

区間において敷地に近い位置の断層上端に配置する。具体的には、断層長さ方向の配

置については、Manighetti et al.（2005）(26)の知見等を踏まえるとアスペリティの

ような大きなすべりが生じる領域とすべりが生じない領域が隣接することは考えにく

いことから、断層端部との間に断層モデル上最小の幅を有する背景領域を設定する。

また、断層幅方向の配置については、すべりに追随する表層領域（地表から断層上端

まで）は強震動を生成しにくいと考えられることから、その境界位置となる断層上端

にアスペリティを配置する。 

（変更なし） 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

（変更なし） 

短周期レベルについては、佐藤・堤（2012）(27)により正断層の地震である2011年

福島県浜通りの地震の短周期レベルが、壇ほか（2001）(28)の関係式とほぼ同等であ

ることを確認した上で、2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、強震動予測レシピ

による値の1.5倍を考慮する。 

（変更なし） 

b. F3断層～F4断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

（変更なし） 

F3断層～F4断層による地震の断層面については、敷地により近いF3断層の地表面ト

レース形状を踏まえて設定する。この際、入倉・三宅（2001）(29)による内陸地殻内

地震のスケーリング則の適用範囲を参考に、地震モーメントM0が7.5×1018N・mとなる

ように保守的に地震の規模を嵩上げし、この地震の規模に相当する断層面積となるよ

うに設定する。 

（変更なし） 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づき

行う。なお、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないこと

から補正係数を1倍と設定し、Noda et al.（2002）による内陸地殻内地震に対する補

正については考慮しない。また、敷地に対して震源が近いことから、日本電気協会

（2016）(30)を参考に震源近傍における破壊伝播効果（NFRD効果）を考慮する。加え

て、Noda et al.（2002）の適用範囲を踏まえ、第5.6.11表に示すNoda et al.

（2002）以外の距離減衰式も用いて評価する。 

（変更なし） 

(2) プレート間地震 

a. 2011年東北地方太平洋沖型地震 

a) 基本震源モデルの設定 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震については、諸井ほか（2013）(31)により強震
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動予測レシピの適用性が確認されている。よって、2011年東北地方太平洋沖型地震の

基本震源モデルは、強震動予測レシピに基づき設定する。 

震源位置については、長谷川ほか（2013）(30)に基づけば、陸のプレートと太平洋

プレートの境界で発生する地震の破壊が、Uchida et al.（2010）(31)のフィリピン海

プレートの北東端以南へ伝播する可能性は低いと考えられることから、三陸沖中部か

ら茨城県沖にかけての長さ500kmの断層を設定する。 

SMGA位置については、入倉（2012）(32)によると過去のM8以下の地震の震源域に対

応し、地震調査研究推進本部の領域区分に関連付けられるとされていることを踏ま

え、地震調査研究推進本部の領域区分に対応するよう5個のSMGAを設定する。なお、

茨城県沖のSMGA位置については、1896年鹿島灘の地震等、過去に規模が大きい地震が

発生している領域であり、2011年東北地方太平洋沖地震の本震の敷地での観測記録を

再現できる位置に設定する。 

（省略） 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

（省略） 

短周期レベルの不確かさについては、基本震源モデルにおいて茨城県沖で発生する

地震に対しては保守的な設定になっているものの、宮城県沖で発生する短周期レベル

が大きい地震と同程度になるように考慮することとし、佐藤（2010）(33)や片岡ほか

（2006）(34)等におけるプレート間地震の短周期レベルと地震モーメントの関係を参

考に、不確かさとして基本震源モデルで設定した値の1.5倍を考慮する。 

（省略） 

(3) 海洋プレート内地震 

a. 茨城県南部の地震 

（省略） 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

（省略） 

アスペリティの応力降下量については、笹谷ほか（2006）(35)のスケーリング則に

基づきパラメータ設定したケースを考慮する。 

（省略） 

 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

（省略） 

 

5.6.2.1 評価方針 

（省略） 

 

5.6.2.2 既往の知見 

加藤ほか（2004）(36)は、内陸地殻内地震を対象として、詳細な地質学的調査によって

も震源位置と地震規模を予め特定できない地震（以下「震源を事前に特定できない地

震」という。）による震源近傍の硬質地盤上における強震記録を用いて、震源を事前に特

定できない地震による水平成分の地震動の上限スペクトルを提案している。この加藤ほ

動予測レシピの適用性が確認されている。よって、2011年東北地方太平洋沖型地震の

基本震源モデルは、強震動予測レシピに基づき設定する。 

震源位置については、長谷川ほか（2013）(32)に基づけば、陸のプレートと太平洋

プレートの境界で発生する地震の破壊が、Uchida et al.（2010）(33)のフィリピン海

プレートの北東端以南へ伝播する可能性は低いと考えられることから、三陸沖中部か

ら茨城県沖にかけての長さ500kmの断層を設定する。 

SMGA位置については、入倉（2012）(34)によると過去のM8以下の地震の震源域に対

応し、地震調査研究推進本部の領域区分に関連付けられるとされていることを踏ま

え、地震調査研究推進本部の領域区分に対応するよう5個のSMGAを設定する。なお、

茨城県沖のSMGA位置については、1896年鹿島灘の地震等、過去に規模が大きい地震が

発生している領域であり、2011年東北地方太平洋沖地震の本震の敷地での観測記録を

再現できる位置に設定する。 

（変更なし） 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

（変更なし） 

短周期レベルの不確かさについては、基本震源モデルにおいて茨城県沖で発生する

地震に対しては保守的な設定になっているものの、宮城県沖で発生する短周期レベル

が大きい地震と同程度になるように考慮することとし、佐藤（2010）(35)や片岡ほか

（2006）(36)等におけるプレート間地震の短周期レベルと地震モーメントの関係を参

考に、不確かさとして基本震源モデルで設定した値の1.5倍を考慮する。 

（変更なし） 

(3) 海洋プレート内地震 

a. 茨城県南部の地震 

（変更なし） 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

（変更なし） 

アスペリティの応力降下量については、笹谷ほか（2006）(37)のスケーリング則に

基づきパラメータ設定したケースを考慮する。 

（変更なし） 

 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

（変更なし） 

 

5.6.2.1 評価方針 

（変更なし） 
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か（2004）による「震源を事前に特定できない地震」は、「震源を特定せず策定する地震

動」と同等の考え方に基づく知見と考えられる。 

以上を踏まえ、加藤ほか（2004）による水平成分の応答スペクトルに対し、Noda et 

al.（2002）の方法を用いて敷地の地盤物性を考慮した水平成分及び鉛直成分の応答スペ

クトルを「震源を特定せず策定する地震動」として考慮する。 

加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトルを第5.6.28図(1)及び第5.6.28図

(2)に示す。 

 

5.6.2.3 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

（省略） 

5.6.2.3.1 全国共通に考慮すべき地震動 

震源近傍における観測記録を基に得られた「2004 年北海道留萌支庁南部の地震にお

いて、防災科学技術研究所が運用する全国強震観測網の港町観測点における観測記録」

及び「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

における標準応答スペクトル」を対象とする。標準応答スペクトルを第 5.6.29 図、そ

のコントロールポイントを第 5.6.19 表に示す。 

2004年北海道留萌支庁南部地震の記録については、佐藤ほか（2013）(37)により K-NET

港町観測点において詳細な地盤調査及び基盤地震動の推定が行われ、信頼性の高い基盤

地震動が得られていることから、これらを参考に K-NET港町観測点の地盤構造モデルの

不確かさを考慮した基盤地震動を評価する。 

5.6.2.3.2 地域性を考慮する地震動 

（省略） 

 

5.6.2.4 震源を特定せず策定する地震動の設定 

震源を特定せず策定する地震動として、「5.6.2.2 既往の知見」で示した加藤ほか

（2004）に基づき設定した応答スペクトル、「5.6.2.3.1 全国共通に考慮すべき地震

動」で評価した2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動及び標準応答スペクトルを

考慮する。 

 

2004年北海道留萌支庁南部地震については、K-NET港町観測点と敷地の解放基盤表面相

当位置の地盤物性の相違（S波速度でK-NET港町観測点938m/sに対し、敷地は第5.5.3表に

示す地盤構造モデル（深部）において1,010m/s）による影響等を考慮して評価した地震

動の応答スペクトルを考慮する。ここで、解放基盤表面相当位置の地盤物性の相違によ

る影響等を考慮する際には、K-NET港町観測点と敷地の解放基盤表面の地盤物性値を比較

し、おおむね同等の地盤であることから、K-NET港町観測点の地盤構造モデルの不確かさ

を考慮した基盤地震動に、保守性を考慮する。 

 

 標準応答スペクトルについては、S波速度2,200m/s以上の地震基盤相当面で設定されて

おり、敷地においてS波速度2,200m/s以上の層が確認されるG.L.-1.293kmに設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.6.2.2 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

（変更なし） 

(1) 全国共通に考慮すべき地震動 

震源近傍における観測記録を基に得られた「2004 年北海道留萌支庁南部の地震にお

いて、防災科学技術研究所が運用する全国強震観測網の港町観測点における観測記録」

及び「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

における標準応答スペクトル」を対象とする。標準応答スペクトルを第 5.6.28 図、そ

のコントロールポイントを第 5.6.19表に示す。 

2004年北海道留萌支庁南部地震の記録については、佐藤ほか（2013）(38)により K-NET

港町観測点において詳細な地盤調査及び基盤地震動の推定が行われ、信頼性の高い基盤

地震動が得られていることから、これらを参考に K-NET港町観測点の地盤構造モデルの

不確かさを考慮した基盤地震動を評価する。 

(2) 地域性を考慮する地震動 

（変更なし） 

 

5.6.2.3 震源を特定せず策定する地震動の設定 

震源を特定せず策定する地震動として、「5.6.2.2(1) 全国共通に考慮すべき地震動」

で評価した2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動及び標準応答スペクトルを考慮

する。 

 

(1) 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動 

2004年北海道留萌支庁南部地震については、K-NET港町観測点と敷地の解放基盤表面相

当位置の地盤物性の相違（S波速度でK-NET港町観測点938m/sに対し、敷地は第5.5.3表に

示す地盤構造モデル（深部）において1,010m/s）による影響等を考慮して評価した地震

動の応答スペクトルを考慮する。ここで、解放基盤表面相当位置の地盤物性の相違によ

る影響等を考慮する際には、K-NET港町観測点と敷地の解放基盤表面の地盤物性値を比較

し、おおむね同等の地盤であることから、K-NET港町観測点の地盤構造モデルの不確かさ

を考慮した基盤地震動に、保守性を考慮する。 

(2) 標準応答スペクトルを考慮した地震動 

 標準応答スペクトルについては、S波速度2,200m/s以上の地震基盤相当面で設定されて

おり、敷地においてS波速度2,200m/s以上の層が確認されるG.L.-1.293km（S波速度

3,052m/s）に設定する。 

a. 地震基盤相当面における模擬地震動 
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標準応答スペクトルに適合する模擬地震波は、乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせ

によって作成するものとし、振幅包絡線の経時的変化については、Noda et al.

（2002)(14)の方法に基づき、第5.6.22表に示す形状とする。標準応答スペクトルに適合

する模擬地震波の作成結果を第5.6.23表、時刻歴波形を第5.6.30図、標準応答スペクト

ルに対する模擬地震波の応答スペクトル比を第5.6.31図に示す。作成した模擬地震波を

用いて一次元波動論による地盤応答解析を行い、解放基盤表面における応答スペクトル

を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上を踏まえた、「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを第5.6.32図

(1)及び第5.6.32図(2)に示す。 

 

5.6.3 基準地震動 SSの策定 

（省略） 

 

5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動 SS 

(1) 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 SS 

（省略） 

 各検討用地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と基準地震動SS-D

の設計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.33図(1)及び第5.6.33図(2)に示す。ま

た、基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルのコントロールポイントの値を第5.6.24表

に示す。 

(2) 断層モデルを用いた手法による基準地震動 SS 

（省略） 

 各検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と基準地震動SS-Dの設

計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.34図(1)から第5.6.34図(3)に示す。第

標準応答スペクトルに適合する模擬地震動は、複数の方法を用いることとし、乱数の

位相を持つ正弦波の重ね合わせにより作成する方法（以下「乱数位相による検討」）及び

敷地の地震観測記録から得られる位相を用いて作成する方法（以下「実位相による検

討」）により作成する。 

乱数位相による検討では、振幅包絡線の経時的変化としてNoda et al.（2002)の方法

に基づき、第5.6.22表に示す形状とする。 

実位相による検討では、敷地で観測された内陸地殻内地震のうち敷地に最も近い地震

の観測記録の位相特性を用いる。実位相による検討で用いた地震の震央位置を第5.6.29

図に示す。 

標準応答スペクトルに適合する模擬地震動の作成結果を第5.6.23表、時刻歴波形を第

5.6.30図(1)及び第5.6.30図(2)、標準応答スペクトルに対する模擬地震動の応答スペク

トル比を第5.6.31図(1)及び第5.6.31図(2)に示す。 

b. 解放基盤表面における地震動 

解放基盤表面における地震動は、地震基盤相当面における模擬地震動を用い、深部の

地盤構造モデルによる地盤応答解析を行い算定する。 

算定した地震動の応答スペクトルを第5.6.32図(1)及び第5.6.32図(2)、時刻歴波形を

第5.6.33図(1)及び第5.6.33図(2)に示す。 

応答スペクトルについては乱数位相による検討結果と実位相による検討結果は概ね同

程度であり、位相の違いによる特異な地盤の応答増幅は見られない。一方、時刻歴波形

については乱数位相による検討結果の方が水平成分と鉛直成分とで強震動部の時間が重

複し、かつ強震動部の継続時間が長く、地盤あるいは建物等の水平及び鉛直の組合せ評

価や非線形解析において安全側の評価になると考えられることから、標準応答スペクト

ルを考慮した地震動として乱数位相による検討結果を選定する。 

(3) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

以上を踏まえ算定した「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを第

5.6.34図(1)及び第5.6.34図(2)に示す。 

 

5.6.3 基準地震動 SSの策定 

（変更なし） 

 

5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動 SS 

(1) 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 SS 

（変更なし） 

 各検討用地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と基準地震動SS-D

の設計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.35図(1)及び第5.6.35図(2)に示す。ま

た、基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルのコントロールポイントの値を第5.6.24表

に示す。 

(2) 断層モデルを用いた手法による基準地震動 SS 

（変更なし） 

 各検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と基準地震動SS-Dの設

計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.36図(1)から第5.6.36図(3)に示す。第
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5.6.34図(1)から第5.6.34図(3)より、包絡関係を考慮して選定した基準地震動SS-1～基

準地震動SS-5の応答スペクトルを第5.6.35図(1)から第5.6.35図(3)に示す。 

 

5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動 SS 

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動SSは、「5.6.2.4 震源を特定せず策

定する地震動の設定」における震源を特定せず策定する地震動の評価結果と、「5.6.3.1 

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」に示す基準地震動SS

を比較し、包絡関係を考慮して選定する。 

 震源を特定せず策定する地震動の評価結果と基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトル

を比較したものを第5.6.36図(1)及び第5.6.36図(2)に示す。第5.6.36図(1)及び第5.6.36

図(2)より、震源を特定せず策定する地震動の評価結果と前節で示した基準地震動Ss-Dの

設計用応答スペクトルを比較し、包絡関係を考慮して基準地震動Ss-6として選定する。 

 

5.6.3.3 基準地震動 SSの応答スペクトル 

 「5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」及び

「5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS」を踏まえて策定した

基準地震動SSの応答スペクトルを第5.6.37図(1)から第5.6.37図(3)に示す。 

 

5.6.3.4 基準地震動 SSの時刻歴波形 

（省略） 

 基準地震動SS-Dの模擬地震波の作成結果を第5.6.26表に、基準地震動SS-Dの設計用応

答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトルの比を第5.6.38図に示す。 

 以上より、策定した基準地震動SS-Dの時刻歴波形を第5.6.39図に、断層モデルを用い

た手法による基準地震動SS-1～基準地震動SS-5の時刻歴波形を第5.6.40図(1)から第

5.6.40図(5)に、震源を特定せず策定する地震動による基準地震動SS-6の時刻歴波形を第

5.6.40図(6)に示す。また、基準地震動SSの最大加速度値を第5.6.27表に示す。 

 

5.7 基準地震動 SSの超過確率の参照 

日本原子力学会（2015）(38)を参考に、敷地における地震動の一様ハザードスペクトルを評価する。 

震源モデルについては、特定震源モデル及び領域震源モデルを設定し、それぞれ調査結果等に基

づき設定した震源モデル（以下「調査モデル」という。）及び地震調査研究推進本部（2012b）(39)の

知見を参考に設定した震源モデル（以下「推本参考モデル」という。）を考慮する。また、地震動伝

播モデルについては、2011 年東北地方太平洋沖型地震については断層モデルを用いた手法による

地震動評価を、それ以外の震源については Noda et al.（2002）の方法を用いた地震動評価を行う。

作成したロジックツリーを第 5.7.1図に、これらの設定に基づき評価した敷地における地震動の一

様ハザードスペクトルと基準地震動 Ssとの比較を第 5.7.2図(1)及び第 5.7.2図(2)に示す。 

（省略） 

 

5.8 参考文献 

（省略） 

 

5.6.36図(1)から第5.6.36図(3)より、包絡関係を考慮して選定した基準地震動SS-1～基

準地震動SS-5の応答スペクトルを第5.6.37図(1)から第5.6.37図(3)に示す。 

 

5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動 SS 

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動SSは、「5.6.2.3 震源を特定せず策

定する地震動の設定」における震源を特定せず策定する地震動の評価結果と、「5.6.3.1 

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」に示す基準地震動SS

を比較し、包絡関係を考慮して選定する。 

 震源を特定せず策定する地震動の評価結果と基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトル

を比較したものを第5.6.38図(1)及び第5.6.38図(2)に示す。第5.6.38図(1)及び第5.6.38

図(2)より、包絡関係を考慮して標準応答スペクトルを考慮した地震動を基準地震動Ss-6

として選定する。 

 

5.6.3.3 基準地震動 SSの応答スペクトル 

 「5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」及び

「5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS」を踏まえて策定した

基準地震動SSの応答スペクトルを第5.6.39図(1)から第5.6.39図(3)に示す。 

 

5.6.3.4 基準地震動 SSの時刻歴波形 

（変更なし） 

 基準地震動SS-Dの模擬地震波の作成結果を第5.6.26表に、基準地震動SS-Dの設計用応

答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトルの比を第5.6.40図に示す。 

 以上より、策定した基準地震動SS-Dの時刻歴波形を第5.6.41図に、断層モデルを用い

た手法による基準地震動SS-1～基準地震動SS-5の時刻歴波形を第5.6.42図(1)から第

5.6.42図(5)に、震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS-6の時刻歴波形を

第5.6.43図に示す。また、基準地震動SSの最大加速度値を第5.6.27表に示す。 

 

5.7 基準地震動 SSの超過確率の参照 

日本原子力学会（2015）(39)を参考に、敷地における地震動の一様ハザードスペクトルを評価する。 

震源モデルについては、特定震源モデル及び領域震源モデルを設定し、それぞれ調査結果等に基

づき設定した震源モデル（以下「調査モデル」という。）及び地震調査研究推進本部（2012b）(40)の

知見を参考に設定した震源モデル（以下「推本参考モデル」という。）を考慮する。また、地震動伝

播モデルについては、2011 年東北地方太平洋沖型地震については断層モデルを用いた手法による

地震動評価を、それ以外の震源については Noda et al.（2002）の方法を用いた地震動評価を行う。

作成したロジックツリーを第 5.7.1図に、これらの設定に基づき評価した敷地における地震動の一

様ハザードスペクトルと基準地震動 Ssとの比較を第 5.7.2図(1)及び第 5.7.2図(2)に示す。 

（変更なし） 

 

5.8 参考文献 

（変更なし） 

(10) 産業技術総合研究所. 産総研：千葉県の太平洋岸で歴史記録にない津波の痕跡を発見. 産業技
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第 5.2.1表～第 5.4.1表（省略） 

 

第 5.5.1表 敷地地盤で観測された主な地震 

 

 

 

第 5.5.2表（省略） 

 

 

第 5.2.1表～第 5.4.1表（変更なし） 

 

第 5.5.1表 敷地地盤で観測された主な地震 

 
 

 

第 5.5.2表（変更なし） 

 

No.
発震日時

地名又は地震名

震央位置
北緯
東経

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ

M

震源
深さ
(km)

震央
距離
(km)

6強： 日立市助川小学校、日立市十王町友部、高萩市本町、笠
間市中央、常陸大宮市北町、那珂市瓜連、小美玉市上玉
里、筑西市舟生、鉾田市当間

6弱： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、水戸市内原町
（旧）、日立市役所、常陸太田市高柿町（旧）、高萩市
安良川、北茨城市磯原町、笠間市石井（旧）、笠間市下
郷、ひたちなか市南神敷台、ひたちなか市東石川、茨城
町小堤、東海村東海（旧）、常陸大宮市中富町、常陸大
宮市野口、常陸大宮市山方、那珂市福田、城里町石塚
（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、小美玉市
堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、石岡市柿岡、石岡市
石岡、取手市井野、つくば市天王台、つくば市苅間、茨
城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋市宮中、潮来市辻、美浦村受
領、坂東市山、稲敷市役所、稲敷市結佐、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、行方市麻生（旧）、行方市山
田、行方市玉造、桜川市岩瀬、桜川市真壁、鉾田市鉾
田、鉾田市造谷、鉾田市汲上、常総市新石下、つくばみ
らい市加藤

5強： 常陸太田市町屋町、常陸太田市町田町、常陸太田市大中
町、大洗町磯浜町、大子町池田、常陸大宮市高部、常陸
大宮市上小瀬、城里町徳蔵、土浦市藤沢、茨城古河市下
大野、茨城古河市仁連、石岡市八郷、結城市結城、龍ケ
崎市寺後、下妻市本城町、下妻市鬼怒、取手市寺田、取
手市藤代、牛久市中央、つくば市小茎、阿見町中央、河
内町源清田、八千代町菅谷、五霞町小福田、境町旭町、
守谷市大柏、坂東市岩井、坂東市馬立、坂東市役所、稲
敷市江戸崎甲、稲敷市柴崎、筑西市下中山、筑西市海
老ヶ島、かすみがうら市大和田、神栖市溝口、神栖市波
崎、桜川市羽田、つくばみらい市福田

5弱： 茨城古河市長谷町、利根町布川
6強： 鉾田市当間
6弱： 神栖市溝口、鉾田市鉾田
5強： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、日立市助川小

学校、笠間市中央、東海村東海（旧）、那珂市瓜連、城
里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、
土浦市常名、土浦市下高津、茨城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋
市宮中、潮来市辻、稲敷市須賀津、稲敷市結佐、筑西市
舟生、神栖市波崎、行方市麻生（旧）、行方市玉造、鉾
田市造谷、つくばみらい市福田

5弱： 水戸市内原町（旧）、日立市役所、高萩市安良川、笠間
市石井（旧）、笠間市下郷、ひたちなか市東石川、大洗
町磯浜町、常陸大宮市北町、常陸大宮市野口、小美玉市
堅倉、土浦市藤沢、茨城古河市下大野、石岡市柿岡、石
岡市八郷、結城市結城、下妻市本城町、取手市寺田、取
手市井野、牛久市中央、つくば市天王台、つくば市苅
間、つくば市小茎、阿見町中央、河内町源清田、八千代
町菅谷、利根町布川、坂東市山、稲敷市江戸崎甲、稲敷
市柴崎、筑西市下中山、筑西市海老ヶ島、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、かすみがうら市大和田、桜川市
岩瀬、桜川市真壁、桜川市羽田

6弱： 鉾田市当間
5強： 日立市助川小学校、高萩市安良川、北茨城市磯原町、小

美玉市上玉里、筑西市舟生、かすみがうら市上土田、鉾
田市鉾田、鉾田市汲上

5弱： 水戸市千波町、水戸市中央、日立市役所、日立市十王町
友部、高萩市本町、笠間市中央、ひたちなか市南神敷
台、ひたちなか市東石川、茨城町小堤、大子町池田、常
陸大宮市北町、常陸大宮市野口、那珂市福田、那珂市瓜
連、城里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市
小川、小美玉市堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、土浦
市藤沢、石岡市柿岡、石岡市石岡、石岡市八郷、つくば
市天王台、つくば市苅間、阿見町中央、坂東市馬立、坂
東市山、稲敷市役所、行方市山田、常総市新石下、つく
ばみらい市加藤

1
2011年3月11日14：46
東北地方太平洋沖地震

の本震

38°06.21′
142°51.66′

2011年4月11日17：16
福島県浜通りの地震

36°56.74′
140°40.36′

3

2
2011年3月11日15：15
東北地方太平洋沖地震

震

36°07.25′
141°15.15′

地震諸元及び震度は気象庁による。
※はモーメントマグニチュードMw

気象庁震度階級
（茨城県、抜粋）

65

7.0 6.42 77

7.6 42.70

9.0※ 23.74 290

 

No.
発震日時

地名又は地震名

震央位置
北緯
東経

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ

M

震源
深さ
(km)

震央
距離
(km)

6強： 日立市助川小学校、日立市十王町友部、高萩市本町、笠
間市中央、常陸大宮市北町、那珂市瓜連、小美玉市上玉
里、筑西市舟生、鉾田市当間

6弱： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、水戸市内原町
（旧）、日立市役所、常陸太田市高柿町（旧）、高萩市
安良川、北茨城市磯原町、笠間市石井（旧）、笠間市下
郷、ひたちなか市南神敷台、ひたちなか市東石川、茨城
町小堤、東海村東海（旧）、常陸大宮市中富町、常陸大
宮市野口、常陸大宮市山方、那珂市福田、城里町石塚
（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、小美玉市
堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、石岡市柿岡、石岡市
石岡、取手市井野、つくば市天王台、つくば市苅間、茨
城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋市宮中、潮来市辻、美浦村受
領、坂東市山、稲敷市役所、稲敷市結佐、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、行方市麻生（旧）、行方市山
田、行方市玉造、桜川市岩瀬、桜川市真壁、鉾田市鉾
田、鉾田市造谷、鉾田市汲上、常総市新石下、つくばみ
らい市加藤

5強： 常陸太田市町屋町、常陸太田市町田町、常陸太田市大中
町、大洗町磯浜町、大子町池田、常陸大宮市高部、常陸
大宮市上小瀬、城里町徳蔵、土浦市藤沢、茨城古河市下
大野、茨城古河市仁連、石岡市八郷、結城市結城、龍ケ
崎市寺後、下妻市本城町、下妻市鬼怒、取手市寺田、取
手市藤代、牛久市中央、つくば市小茎、阿見町中央、河
内町源清田、八千代町菅谷、五霞町小福田、境町旭町、
守谷市大柏、坂東市岩井、坂東市馬立、坂東市役所、稲
敷市江戸崎甲、稲敷市柴崎、筑西市下中山、筑西市海
老ヶ島、かすみがうら市大和田、神栖市溝口、神栖市波
崎、桜川市羽田、つくばみらい市福田

5弱： 茨城古河市長谷町、利根町布川
6強： 鉾田市当間
6弱： 神栖市溝口、鉾田市鉾田
5強： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、日立市助川小

学校、笠間市中央、東海村東海（旧）、那珂市瓜連、城
里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、
土浦市常名、土浦市下高津、茨城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋
市宮中、潮来市辻、稲敷市須賀津、稲敷市結佐、筑西市
舟生、神栖市波崎、行方市麻生（旧）、行方市玉造、鉾
田市造谷、つくばみらい市福田

5弱： 水戸市内原町（旧）、日立市役所、高萩市安良川、笠間
市石井（旧）、笠間市下郷、ひたちなか市東石川、大洗
町磯浜町、常陸大宮市北町、常陸大宮市野口、小美玉市
堅倉、土浦市藤沢、茨城古河市下大野、石岡市柿岡、石
岡市八郷、結城市結城、下妻市本城町、取手市寺田、取
手市井野、牛久市中央、つくば市天王台、つくば市苅
間、つくば市小茎、阿見町中央、河内町源清田、八千代
町菅谷、利根町布川、坂東市山、稲敷市江戸崎甲、稲敷
市柴崎、筑西市下中山、筑西市海老ヶ島、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、かすみがうら市大和田、桜川市
岩瀬、桜川市真壁、桜川市羽田

6弱： 鉾田市当間
5強： 日立市助川小学校、高萩市安良川、北茨城市磯原町、小

美玉市上玉里、筑西市舟生、かすみがうら市上土田、鉾
田市鉾田、鉾田市汲上

5弱： 水戸市千波町、水戸市中央、日立市役所、日立市十王町
友部、高萩市本町、笠間市中央、ひたちなか市南神敷
台、ひたちなか市東石川、茨城町小堤、大子町池田、常
陸大宮市北町、常陸大宮市野口、那珂市福田、那珂市瓜
連、城里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市
小川、小美玉市堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、土浦
市藤沢、石岡市柿岡、石岡市石岡、石岡市八郷、つくば
市天王台、つくば市苅間、阿見町中央、坂東市馬立、坂
東市山、稲敷市役所、行方市山田、常総市新石下、つく
ばみらい市加藤

1
2011年3月11日14：46
東北地方太平洋沖地震

の本震

38°06.21′
142°51.66′

2011年4月11日17：16
福島県浜通りの地震

36°56.74′
140°40.36′

3

2
2011年3月11日15：15
東北地方太平洋沖地震

の

36°07.25′
141°15.15′

地震諸元及び震度は気象庁による。
※はモーメントマグニチュードMw

気象庁震度階級
（茨城県、抜粋）

65

7.0 6.42 77

7.6 42.70

9.0※ 23.74 290

余震 余震 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

第 5.5.3表 敷地の地盤構造モデル（深部） 

 

 

 

第 5.6.1表～第 5.6.3表 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.5.3表 敷地の地盤構造モデル（深部） 

 

 

 

第 5.6.1表～第 5.6.3表 （変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Qs hs Qp hp

0.000 0.173 － － － － － － －

-0.173 0.100 1.98 1.010 2.170

-0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.293 2.708 2.68 3.052 5.750

-4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

※1 G.L.-0 273km～G L.-4.000kmはLudwig et al .(1970) (40) 、G.L.-4.000km以深はiasp91(Kennett et al .(1991) (41) )を踏まえて設定

※2 f は周波数(Hz)、G.L.-1.293km以深は佐藤ほか(1994) (42) を踏まえて設定

※3 G.L.-0 273km～G L.-4.000kmはYoshimura et al .(1982) (43) を踏まえて設定

100 0.005

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

100 0.005

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

層厚
(km)

密度※1

(g/cm3)

水平成分 鉛直成分

S波速度
(km/s)

減衰定数※2
P波速度※3

(km/s)

減衰定数※2

上面
G.L.
(km) Qs hs Qp hp

0.000 0.173 － － － － － － －

-0.173 0.100 1.98 1.010 2.170

-0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.293 2.708 2.68 3.052 5.750

-4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

※1 G.L.-0 273km～G L.-4.000kmはLudwig et al .(1970) (40) 、G.L.-4.000km以深はiasp91(Kennett et al .(1991) (41) )を踏まえて設定

※2 f は周波数(Hz)、G.L.-1.293km以深は佐藤ほか(1994) (42) を踏まえて設定

※3 G.L.-0 273km～G L.-4.000kmはYoshimura et al .(1982) (43) を踏まえて設定

100 0.005

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

100 0.005

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

層厚
(km)

密度※1

(g/cm3)

水平成分 鉛直成分

S波速度
(km/s)

減衰定数※2
P波速度※3

(km/s)

減衰定数※2

上面
G.L.
(km)

※1 G.L.-0.273km～G.L.-4.000kmはLudwig et al.(1970) (41) 、G.L.-4 000km以深はiasp91(Kennett et al.(1991) (42) )を踏まえて設定

※2 f は周波数(Hz)、G.L.-1.293km以深は佐藤ほか(1994) (43) を踏まえて設定

※3 G.L.-0.273km～G.L.-4.000kmはYoshimura et al.(1982) (44) を踏まえて設定



添 6-5-15 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

第 5.6.4表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

 

第 5.6.5表～第 5.6.10表 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.4表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

 

第 5.6.5表～第 5.6.10表 （変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(45)

(46)
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第 5.6.11表 各距離減衰式の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.11表 各距離減衰式の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

距離減衰式
データベース

対象地域
地震タイプ 主なパラメータ Ｍｗの範囲 距離の範囲 地盤条件・種別

Kanno et al .

(2006) (46)

Mw、断層最短距離、

震源深さ、Vs30※1 5.5～8.2 1～500km 100＜Vs30＜1400m/s

Zhao et al .

(2006) (47)
Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.0～8.3 0.3～300km
Soft Soil ～ Hard
Rock(Hard Rock
Vs＝2000m/s)

内山・翠川ほか

(2006) (48) 日本周辺
Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.5～8.3 300km以内 150≦Vs30※1≦750m/s

片岡ほか
(2006)

国内
内陸

海溝性
Mw、断層最短距離、
短周期レベル

陸：4.9～6.9
海：5.2～8.2

250km以内
Ⅰ種、Ⅱ種、Ⅲ種地盤

及び工学的基盤

Abrahamson et al .

(2014) (49) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ
3.0～8.5 0～300km 180≦Vs30※1≦1000m/s

Boore et al .

(2014) (50) 国内外 内陸
Mw、断層面の地表投影面

への最短距離、Vs30※1
3.0～8.5(横ずれ、逆断層)
3.0～7.0(正断層)

0～400km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Campbell et al .

(2014) (51) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.3～8.5(横ずれ断層)
3.3～8.0(逆断層)
3.3～7.5(正断層)

0～300km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Chiou et al .

(2014) (52) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.5～8.5(横ずれ断層)
3.5～8.0(逆、正断層)

0～300km 180≦Vs30※1≦1500m/s

Idriss

(2014) (53) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1 5≦Ｍｗ ≦150km 450≦Vs30※1

※1 Vs30：表層地盤（地表からおよそ30mの深さまで）の平均Ｓ波速度

内陸
プレート間
プレート内

主に国内

距離減衰式
データベース

対象地域
地震タイプ 主なパラメータ Ｍｗの範囲 距離の範囲 地盤条件・種別

Kanno et al .

(2006) 
Mw、断層最短距離、

震源深さ、Vs30※1 5.5～8.2 1～500km 100＜Vs30＜1400m/s

Zhao et al .

(2006) 
Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.0～8.3 0.3～300km
Soft Soil ～ Hard
Rock(Hard Rock
Vs＝2000m/s)

内山・翠川ほか

(2006) 
日本周辺

Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.5～8.3 300km以内 150≦Vs30※1≦750m/s

片岡ほか
(2006)

国内
内陸

海溝性
Mw、断層最短距離、
短周期レベル

陸：4.9～6.9
海：5.2～8.2

250km以内
Ⅰ種、Ⅱ種、Ⅲ種地盤

及び工学的基盤

Abrahamson et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ
3.0～8.5 0～300km 180≦Vs30※1≦1000m/s

Boore et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層面の地表投影面

への最短距離、Vs30※1
3.0～8.5(横ずれ、逆断層)
3.0～7.0(正断層)

0～400km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Campbell et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.3～8.5(横ずれ断層)
3.3～8.0(逆断層)
3.3～7.5(正断層)

0～300km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Chiou et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.5～8.5(横ずれ断層)
3.5～8.0(逆、正断層)

0～300km 180≦Vs30※1≦1500m/s

Idriss

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1 5≦Ｍｗ ≦150km 450≦Vs30※1

※1 Vs30：表層地盤（地表からおよそ30mの深さまで）の平均Ｓ波速度

内陸
プレート間
プレート内

主に国内

(47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)

(53)

(54)
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第 5.6.12表 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

 

第 5.6.13表～第 5.6.15表 （省略） 

 

第 5.6.12表 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

 

第 5.6.13表～第 5.6.15表 （変更なし） 

(55)

(56)

(57)

(58) (59)
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第 5.6.16表 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

 

第 5.6.17表～第 5.6.19表 （省略） 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.16表 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

 

第 5.6.17表～第 5.6.19表 （変更なし） 

 

 

 

 

(60)
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第 5.6.20表 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と敷地近傍の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.20表 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と敷地近傍の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
比較
結果

地質 △

・ 震源域近傍には、主に中新統から鮮新
統の堆積岩・火山岩等、第四系の火山
岩類が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・

・

震源域近傍には、中新世以降に形成さ
れた褶曲構造が認められる。
カルデラが密集することから、地質構
造が複雑である。

・

・

敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。
敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。
- 震源域は山間部に位置し、近傍に河
  成段丘が一部分布するのみであり、
  指標となる地形が少ない。
- 大規模地すべりを含めた地すべりが
  密集している。

田力ほか(2009) (60) によると、枛木立
付近には短いながら明瞭な断層変位地
形があり、低位段丘礫層堆積期以降に
複数回、比較的活発な活動を繰り返し
ていることが明らかとなった。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 東北日本弧内帯（8C）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

防災科学技術研究所(2013) (61) におい
て、ひずみ集中帯と指摘されている。
東西圧縮の逆断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

敷地近傍
2008年岩手・宮城内陸地震

の震源域
項目

比較
結果

地質 △

・ 震源域近傍には、主に中新統から鮮新
統の堆積岩・火山岩等、第四系の火山
岩類が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・

・

震源域近傍には、中新世以降に形成さ
れた褶曲構造が認められる。
カルデラが密集することから、地質構
造が複雑である。

・

・

敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。
敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。
- 震源域は山間部に位置し、近傍に河
  成段丘が一部分布するのみであり、
  指標となる地形が少ない。
- 大規模地すべりを含めた地すべりが
  密集している。

田力ほか(2009) (60) によると、枛木立
付近には短いながら明瞭な断層変位地
形があり、低位段丘礫層堆積期以降に
複数回、比較的活発な活動を繰り返し
ていることが明らかとなった。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 東北日本弧内帯（8C）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

防災科学技術研究所(2013) (61) におい
て、ひずみ集中帯と指摘されている。
東西圧縮の逆断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

敷地近傍
2008年岩手・宮城内陸地震

の震源域

(61)

(62)
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第 5.6.21表 2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地近傍の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.21表 2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地近傍の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
比較
結果

地質 ×

・ 震源域近傍には、主に白亜系～古第三
系の花崗岩及び中新統の安山岩～玄武
岩の岩脈が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・ 第四紀中期以降に新たに断層面を形成
して、断層が発達しつつあり、活断層
の発達過程としては初期ないし未成熟
な段階にある。

・ 敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。

- 岡田(2002) (62) によると、震源域近
  傍の活断層の特徴として、第四紀中
  期以降に新たな断層面を形成して断
  層が発達しつつあり、活断層の発達
  過程としては初期ないし未成熟な段
  階にある。
震源域に震源断層の方向とほぼ一致す
る短く断続するリニアメント群が判読
されるとともにリニアメント沿いで水
平に近い条線をもつ断層露頭が多く確
認され、これらの断層は横ずれ断層に
伴うフラワー構造を呈して地下では1本
の断層に収斂すると推測されている。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 中国山地・瀬戸内海（10C5）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

西村(2014) (63) において、ひずみ集中
帯と指摘されている。
東西圧縮の横ずれ断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

2000年鳥取県西部地震
の震源域

敷地近傍 項目
比較
結果

地質 ×

・ 震源域近傍には、主に白亜系～古第三
系の花崗岩及び中新統の安山岩～玄武
岩の岩脈が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・ 第四紀中期以降に新たに断層面を形成
して、断層が発達しつつあり、活断層
の発達過程としては初期ないし未成熟
な段階にある。

・ 敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。

- 岡田(2002)  によると、震源域近
  傍の活断層の特徴として、第四紀中
  期以降に新たな断層面を形成して断
  層が発達しつつあり、活断層の発達
  過程としては初期ないし未成熟な段
  階にある。
震源域に震源断層の方向とほぼ一致す
る短く断続するリニアメント群が判読
されるとともにリニアメント沿いで水
平に近い条線をもつ断層露頭が多く確
認され、これらの断層は横ずれ断層に
伴うフラワー構造を呈して地下では1本
の断層に収斂すると推測されている。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 中国山地・瀬戸内海（10C5）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

西村(2014)  において、ひずみ集中
帯と指摘されている。
東西圧縮の横ずれ断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

2000年鳥取県西部地震
の震源域

敷地近傍

(64)

(63)
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第 5.6.22表 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の 

振幅包絡線の経時的変化 

 

 

 

 

 
 

 

 

第 5.6.23表 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果 

標準応答 

スペクトル 

作成条件 作成結果 

応答 

スペクトル 

最大 

加速度

（cm/s2） 

継続 

時間等 

応答スペクト

ル比 R(T) 
SI 比 

水平成分 第 5.6.29 図 600 第 5.6.30 図 第 5.6.31 図 1.0 以上 

鉛直成分 第 5.6.29 図 400 第 5.6.30 図 第 5.6.31 図 1.0 以上 

 

 

 

 

第 5.6.24表～第 5.6.25表 （省略） 

 

 

第 5.6.22表 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の 

振幅包絡線の経時的変化   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.23表 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果 
 

 

 

位相 
標準応答 

スペクトル 

作成条件 作成結果 

応答 

スペクトル 

最大 

加速度

（cm/s2） 

継続 

時間等 

応答スペクトル

比 R(T) 
SI 比 

乱数位相 

による検討 

水平成分 第 5.6.28 図  600 第 5.6.30 図(1) 第 5.6.31 図(1) 1.0 以上 

鉛直成分 第 5.6.28 図 400 第 5.6.30 図(1) 第 5.6.31 図(1) 1.0 以上 

実位相 

による検討 

水平成分 第 5.6.28 図 524 第 5.6.30 図(2) 第 5.6.31 図(2) 1.0 以上 

鉛直成分 第 5.6.28 図 350 第 5.6.30 図(2) 第 5.6.31 図(2) 1.0 以上 

 

 

第 5.6.24表～第 5.6.25表 （変更なし） 

 

tB tC tD

水平成分 28.0 3.3 15.0 28.0

鉛直成分 28.0 3.3 15.0 28.0

種別
振幅包絡線の経時的変化（s）継続時間

（s）

0 0

0 2

0 4

0 6

0 8

1 0

1 2

0 5 10 15 20 25 30

振
幅

時間（ｓ）

tB= 3 3 (s) tC= 15 0 (s)

tD= 28 0 (s)

tB＝10 0.5M－2.93

tC－tB＝10 0.3M－1.0

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)2 0 ≤ t ≤ tB

E(t)＝ 1 tB ≤ t ≤ tC

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] tC ≤ t ≤ tD

M＝6.9、Xeq＝10㎞として評価

tB tC tD

水平成分 29.8 3.7 16.3 29.8

鉛直成分 29.8 3.7 16.3 29.8

種別
継続時間

(s)

振幅包絡線の経時的変化 (s)

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0 5 10 15 20 25 30

振
幅

時間（ｓ）

tB=3.7 (s) tC=16.3 (s)

tD=29.8 (s)

M=7.0、Xeq=10km として評価 

tB=100.5M-2.93 

tC-tB=100.3M-1.0 

tD-tC=100.17M+0.54logXeq-0.6 

 

E(t)= 
(t/tB)2                   0≤t≤t B  
1                       
exp[(ln0.1)(t-tC)/(tD-tC)]     tC≤t≤t D  

tB≤t≤t C  
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第 5.6.26表 設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果 

 

種別 

作成条件 作成結果 

応答スペクトル 
最大加速度

（cm/s2） 
継続時間等 応答スペクトル比 SI 比 

Ss-DH 
第 5.6.33 図 

(1) 
700 第 5.6.39 図 第 5.6.38 図 1.0 以上 

Ss-Dv 
第 5.6.33 図 

(2) 
500 第 5.6.39 図 第 5.6.38 図 1.0 以上 

 

 

 

第 5.6.26表 設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果 

 

種別 

作成条件 作成結果 

応答スペクトル 
最大加速度

（cm/s2） 
継続時間等 応答スペクトル比 SI 比 

Ss-DH 
第 5.6.35 図 

(1) 
700 第 5.6.41 図 第 5.6.40 図 1.0 以上 

Ss-Dv 
第 5.6.35 図 

(2) 
500 第 5.6.41 図 第 5.6.40 図 1.0 以上 
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第 5.6.27表 基準地震動 Ssの最大加速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.27表 基準地震動 Ssの最大加速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動 500

Sｓ-１
F３断層～Ｆ４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ、破壊開始点１）

973 711 474

Sｓ-２
F３断層～Ｆ４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ、破壊開始点２）

835 761 436

Sｓ-３
F３断層～Ｆ４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ、破壊開始点３）

948 850 543

Sｓ-４
F３断層～Ｆ４断層による地震
（断層傾斜角の不確かさ、破壊開始点３）

740 630 405

Sｓ-５
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

670 513 402

Sｓ-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動 572

基準地震動

最大加速度 (cm/s2)

700

754

基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分

Ss-D 応答スペクトル手法による基準地震動 700 500

Ss-１
F３断層～F４断層による地震

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
973 711 474

Ss-２
F３断層～F４断層による地震

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）
835 761 436

Ss-３
F３断層～F４断層による地震

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）
948 850 543

Ss-４
F３断層～F４断層による地震

（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）
740 630 405

Ss-５
2011年東北地方太平洋沖型地震

（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
670 513 402

Ss-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動 827 591
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第 5.2.1図～第 5.4.2図 （省略） 

 

 

 

第 5.5.1図 敷地における地震観測位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.1図～第 5.4.2図 （変更なし） 

 

 

 

第 5.5.1図 敷地における地震観測位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N

敷地西側地点
地震観測位置(西側)

敷地西側地点
地震観測位置(北側)

敷地東側地点
地震観測位置

HTTR原子炉建物

原子炉建物及び原子炉附属建物

主冷却機建物

G.L.
地震観測位置

西側※1 北側※2

0m 地表面

-1m ○

-30m ○

-32m ○

-95m ○

-172.5m 解放基盤表面

-174m ○

-250m ○

G.L.
地震観測
位置

0m ○ 地表面

-32m ○

-170m ○※3

-173m ○※4

-173.9m 解放基盤表面

※3 観測期間 2016年1月26日～
※4 観測期間 2012年4月1日～2016年1月25日

（敷地東側地点）（敷地西側地点）

※1 観測期間 1987年～
※2 観測期間 1998年～
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第 5.5.2図 敷地西側地点と敷地東側地点の解放基盤表面付近の地震観測記録に基づく 

応答スペクトル比（敷地東側地点/敷地西側地点） 
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第 5.5.2図 敷地地盤で観測された主な地震の震央分布 

第 5.5.3図 観測記録の応答スペクトル(地中最深部(G.L.-250m)) 

第 5.5.4 図(1) 観測記録の応答スペクトル(各深度、2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震

の本震) 

第 5.5.4 図(2) 観測記録の応答スペクトル(各深度、2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震

の余震) 

第 5.5.4図(3) 観測記録の応答スペクトル(各深度、2011年 4月 11日福島県浜通りの地震) 

第 5.5.5図 敷地周辺の重力異常分布 

第 5.5.6図 敷地における単点微動観測記録による検討結果 

第 5.5.7図(1) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置(4領域) 

第 5.5.7図(2) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置(9領域) 

第 5.5.8図(1) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(4領域) 

第 5.5.8図(2) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(9領域) 

第 5.5.9図 敷地及び敷地周辺で実施した各種探査結果等を基に作成した二次元地盤モデル 

第 5.5.10図(1) 敷地における応答波形の比較（NS成分） 

第 5.5.10図(2) 敷地における応答波形の比較（EW成分） 

 

第 5.6.1図(1)  （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.5.3図 敷地地盤で観測された主な地震の震央分布 

第 5.5.4図 観測記録の応答スペクトル(地中最深部(G.L.-250m)) 

第 5.5.5 図(1) 観測記録の応答スペクトル(各深度、2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震

の本震) 

第 5.5.5 図(2) 観測記録の応答スペクトル(各深度、2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震

の余震) 

第 5.5.5図(3) 観測記録の応答スペクトル(各深度、2011年 4月 11日福島県浜通りの地震) 

第 5.5.6図 敷地周辺の重力異常分布 

第 5.5.7図 敷地における単点微動観測記録による検討結果 

第 5.5.8図(1) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置(4領域) 

第 5.5.8図(2) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置(9領域) 

第 5.5.9図(1) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(4領域) 

第 5.5.9図(2) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(9領域) 

第 5.5.10図 敷地及び敷地周辺で実施した各種探査結果等を基に作成した二次元地盤モデル 

第 5.5.11図(1) 敷地における応答波形の比較（NS成分） 

第 5.5.11図(2) 敷地における応答波形の比較（EW成分） 

 

第 5.6.1図(1)  （変更なし） 
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(水平成分) 

 

 

 

 

(鉛直成分) 

 

 

 

第 5.6.1図(2)   解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震） 

 

 

第 5.6.1図(3)～第 5.6.4図 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(水平成分) 

 

 

 

 

(鉛直成分) 

 

※使用しているデータが 1 つであるため、各地震の残差及び残差の標準偏差は表示されない。 

 

第 5.6.1図(2)  解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震） 

 

 

第 5.6.1図(3)～第 5.6.4図 （変更なし） 
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第 5.6.5図 断層パラメータの設定フロー 

（F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震、基本震源モデル） 

 

 

第 5.6.6図～第 5.6.22図 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 5.6.5図 断層パラメータの設定フロー 

（F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震、基本震源モデル） 

 

 

第 5.6.6図～第 5.6.22図 （変更なし） 
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第 5.6.23図 断層パラメータの設定フロー 

（茨城県南部の地震、基本震源モデル） 

 

 

第 5.6.24図～第 5.6.27図(15) （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.23図 断層パラメータの設定フロー 

（茨城県南部の地震、基本震源モデル） 

 

 

第 5.6.24図～第 5.6.27図(15) （変更なし） 
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第 5.6.28図(1) 加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトル 

（水平成分） 
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第 5.6.28図(2) 加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトル 

（鉛直成分） 
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第 5.6.29図 標準応答スペクトル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.28図 標準応答スペクトル 

 

：標準応答スペクトル（水平成分） 

：標準応答スペクトル（鉛直成分） 
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第 5.6.29図 実位相による検討に用いる地震の震央位置 
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第 5.6.30図 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 5.6.30図(1) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波形 

(乱数位相による検討) 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 5.6.30図(2) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波形 

(実位相による検討) 
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第 5.6.31図 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

第 5.6.31図(1) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比 

（乱数位相による検討） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 5.6.31図(2) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比 

（実位相による検討） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.32図(1) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の応答スペクトル 

（水平成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.32図(2) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の応答スペクトル 

（鉛直成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.33図(1) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の時刻歴波形 

（乱数位相による検討） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.33図(2) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の時刻歴波形 

（実位相による検討） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.32図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（水平成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.34図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（水平成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.32図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（鉛直成分） 

 

第 5.6.33図(1) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル（水平成分、Ss-DH） 

第 5.6.33図(2) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル（鉛直成分、Ss-DV） 

第 5.6.34図(1) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較（NS 成分） 

第 5.6.34図(2) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較（EW 成分） 

第 5.6.34図(3) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較（UD 成分） 

第 5.6.35図(1) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較（NS成分） 

第 5.6.35図(2) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較（EW成分） 

第 5.6.35図(3) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較（UD成分） 

 

 

第 5.6.34図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（鉛直成分） 

 

第 5.6.35図(1) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル（水平成分、Ss-DH） 

第 5.6.35図(2) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル（鉛直成分、Ss-DV） 

第 5.6.36図(1) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較（NS成分） 

第 5.6.36図(2) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較（EW成分） 

第 5.6.36図(3) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較（UD成分） 

第 5.6.37図(1) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較（NS成分） 

第 5.6.37図(2) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較（EW成分） 

第 5.6.37図(3) 基準地震動 Ss-Dと断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較（UD成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

第 5.6.36図(1) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（水平成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.38図(1) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（水平成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

第 5.6.36図(2) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（鉛直成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.38図(2) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（鉛直成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

第 5.6.37図(1) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（NS成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.39図(1) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（NS成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

第 5.6.37図(2) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（EW成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.39図(2) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（EW成分） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.37図(3) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（UD成分） 

 

第 5.6.38図 設計用応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比 

第 5.6.39図 基準地震動 Ss-Dの時刻歴波形 

第 5.6.40図(1) 基準地震動 Ss-1の時刻歴波形 

第 5.6.40図(2) 基準地震動 Ss-2の時刻歴波形 

第 5.6.40図(3) 基準地震動 Ss-3の時刻歴波形 

第 5.6.40図(4) 基準地震動 Ss-4の時刻歴波形 

第 5.6.40図(5) 基準地震動 Ss-5の時刻歴波形 

 

 

 

 

 

第 5.6.39図(3) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（UD成分） 

 

第 5.6.40図 設計用応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比 

第 5.6.41図 基準地震動 Ss-Dの時刻歴波形 

第 5.6.42図(1) 基準地震動 Ss-1の時刻歴波形 

第 5.6.42図(2) 基準地震動 Ss-2の時刻歴波形 

第 5.6.42図(3) 基準地震動 Ss-3の時刻歴波形 

第 5.6.42図(4) 基準地震動 Ss-4の時刻歴波形 

第 5.6.42図(5) 基準地震動 Ss-5の時刻歴波形 
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添 6-5-49 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.40図(6) 基準地震動 Ss-6の時刻歴波形 

 

 

第 5.7.1図 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.6.43図 基準地震動 Ss-6の時刻歴波形 

 

 

第 5.7.1図 （変更なし） 
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添 6-5-50 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

 

第 5.7.2図(1) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（水平成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.7.2 図(1) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（水平成分） 
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※ 1 実線は NS 成分、破線は EW 成分  



添 6-5-51 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

 

 

 

 

第 5.7.2図(2) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（鉛直成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 5.7.2図(2) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（鉛直成分） 
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